
 
 

令和６年 12 月 25 日 

 

食品表示法に基づく食品表示基準の一部改正に係る消費者委員会への諮問について 

 

消費者庁では、本日、食品表示法（平成 25年法律第 70号）第４条第６項の規定に

より準用することとされた同条第２項の規定に基づき、食品表示基準（平成 27 年内

閣府令第 10 号）の一部改正に係る消費者委員会への諮問を行いましたので公表しま

す。 

 

１．諮問内容 

食品表示基準の一部改正 

 

２．諮問に至った経緯 

以下の内容を踏まえて食品表示基準を一部改正するものです。 

 

(１) 栄養強化目的で使用した食品添加物に係る表示免除規定の削除 

令和２年３月公表の「食品添加物表示制度に関する検討会報告書」を踏まえ、

第３条第１項、別表第４「個別の表示ルール（名称、原材料名、添加物、内容量）」

及び別表第 24「一般用生鮮食品の個別的表示事項」に規定された、一般用加工食

品の横断的義務表示における添加物の免除規定のうち、栄養強化の目的で使用さ

れるものに関する記述を削除することとする。 

 

(２) 栄養素等表示基準値等の改正 

① 令和６年 10 月公表の「「日本人の食事摂取基準（2025 年版）」策定検討会

報告書」（厚生労働省）を踏まえ、別表第 10「栄養素等表示基準値」に規定

している栄養素等表示基準値を改正することとする。また、併せて、別表第

12「栄養成分の補給ができる旨の表示の基準値」に規定している栄養素等表

示基準値を根拠に基準値を決定している栄養強調表示の基準値も改正するこ

ととする。 

② 令和５年度に実施した調査において、「食物繊維」については、低含有量で

ある場合、大きな試験室間誤差が生じることが確認されたため、 

・ 許容差の範囲の見直し、 

・ ０と表示することができる量の規定を追加 

を行う等、別表第９「栄養成分及び熱量の表示単位、測定法、許容差の範囲

及びゼロと表示できる場合の含有量」に規定している当該物質の許容差の範

囲等を改正することとする。 

③ 令和５年度に実施した調査において、ビタミンＢ群における高速液体クロ

マトグラフ法について、分析方法として食品表示基準に位置付けることが適
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当である旨の評価があったことを踏まえ、別表第９「栄養成分及び熱量の表

示単位、測定法、許容差の範囲及びゼロと表示できる場合の含有量」に規定

している当該物質の測定及び算出の方法を改正することとする。 

 

(３) 個別品目ごとの表示ルールの見直し 

令和６年度に開催された「個別品目ごとの表示ルール見直し分科会」における

検討結果を踏まえ、別表第３「食品の定義」、別表第４「個別の表示ルール（名称、

原材料名、添加物、内容量）」、別表第５「名称の規制」、別表第 19「追加的な表

示事項」、別表第 20「表示の様式」及び別表第 22「表示禁止事項」について、所

要の見直しを行うこととする。 

 

 

     

＜問合せ先＞ 

消費者庁食品表示課 

TEL：03-3507-9138（直通） 

担当：斎藤、森川 


